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令和３年第１回北海道議会定例会 一般質問 開催状況（環境生活部）

開催年月日 令和３年３月１２日（金）

質 疑 者 日本共産党 宮川 潤 議員

答 弁 者 知事 鈴木 直道

質 疑 要 旨 答 弁 要 旨

四 環境政策について （知事）

昨年１１月、衆参両院でそれぞれ「私たちは『もは ゼロカーボンの実現に向けた取組についてでありま

や地球温暖化問題は気候変動の域を超えて気候危機の すが、道では、２０５０年までの温室効果ガス排出量

状況に立ち至っている』との認識を世界と共有する」 実質ゼロの実現に向け、様々な施策について、脱炭素

との決議を行っています。 の視点から検討を進めるとともに、庁内での連携はも

私は、昨年４定予算特別委員会総括質疑で、知事に とより、産学官連携による取組を進めてまいる考えで

温室効果ガス２０５０年実質ゼロの実現に向けて、 あります。

２０３０年中間目標について「野心的な設定をすべき」 また、道民の皆様や事業者の方々などとも、「目指

「気候非常事態宣言をすべき」と求めたところです。 す姿」のイメージを共有するとともに、省エネの取組

この度、２０３０年度に２０１３年度排出量の３５ や再エネの導入による削減効果を分かりやすく示す取

％、２，５５１万トンを削減する目標を立てたところ 組の「見える化」を図りながら、積極的な行動を促進

です。 するなど、社会システムの脱炭素化の着実な推進や本

２０５０年実質ゼロに向けた削減量は、２０１６年 道の強みである豊富な再エネの最大限の活用など、ゼ

度を基準とすると約６千万トン、割合にして約８７％ ロカーボン北海道」の実現に向け、積極的に取り組ん

の削減が必要とされています。この実現のために、あ でまいります。

らゆる部門での温暖化ガス削減の取り組みが求められ 一方で、脱炭素化の潮流やポストコロナを見据えて、

るのは、言うまでもありませんが、火力、とりわけ石 人々の価値観や生き方の見直しといった社会変革の動

炭火力発電所を廃止し、再生可能エネルギーへの転換 きが本格化しはじめており、こうした変化への的確な

ができるかどうかが試金石であり、知事の真価が試さ 対応に向け、総合計画を見直すこととしており、カー

れます。実質ゼロに向けた温室効果ガス削減は、これ ボンニュートラルの推進についてもしっかりと位置付

までにない取り組みであり、電力会社も含め、聖域を けてまいります。

設けずに、果断に進めなければなりませんが、決意を

伺います。

ＳＤＧｓは、具体的対策を求めていますが、２０３

０年および２０５０年目標への取り組みを北海道総合

計画に位置づけて進めるべきだと考えますが、いかが

ですか。

（再質問） （知事）

温室効果ガス削減について、具体的対策を求めまし ゼロカーボンの実現に向けた取組についてでありま

たが、北電の発電所から１，７１１万トンの排出があ すが、北海道電力株式会社が公表している２０１６年

り、この対策が要となると考えます。２０３０年まで 度の電力量のうち、７割以上が石炭火力を含む火力発

及び２０５０年までの発電所のあり方について、知事 電でありまして、火力発電由来の二酸化炭素排出量の

はどういう方針をお持ちか。北電にどう働きかけてい 削減を進めることが重要であると考えております。

くつもりか伺います。 このため、道としては、石炭火力発電所の高効率化

等の推進や、二酸化炭素を「回収」して地中深くに「貯

留」するといった、いわゆる「ＣＣＳ」などの二酸化

炭素の排出抑制に向けた技術開発など、国が展開する

様々な施策とも連動や連携を図ることと併せ、本道の

強みである豊富な再生可能エネルギーを最大限活用す

るという考え方を発電事業者とも共有しながら、ゼロ

カーボンの実現に向けた取組を進めてまいる考えであ

ります。


